








　　2024年度　　公益財団法人横浜市国際交流協会事業体系

※　下記資料は、資金収支計算書の数値によります。 （単位：円）

資金会計別支出決算額

一般会計 協力ｾﾝﾀｰ 会館会計

282,420,144 0 0 282,420,144 300,222,957 △ 17,802,813

261,438,712 0 0 261,438,712 281,095,776 △ 19,657,064

横浜市多文化共生総合相談センターの
運営事業

45,155,161 45,155,161 68,835,154 △ 23,679,993

地域日本語教育の総合的な体制づくり
推進事業

31,497,913 31,497,913 31,468,800 29,113

日本語学習コーディネート事業 13,428,697 13,428,697 14,929,151 △ 1,500,454

ラウンジ連携事業 7,056,260 7,056,260 7,082,091 △ 25,831

多言語情報発信事業 3,278,905 3,278,905 11,156,568 △ 7,877,663

多言語サポーター派遣・紹介事業 28,821,865 28,821,865 25,217,961 3,603,904

外国につながる子ども・若者支援事業 5,416,116 5,416,116 1,895,320 3,520,796

国際交流情報提供事業 4,229,368 4,229,368 8,413,014 △ 4,183,646

外国人災害時対応事業 6,646,480 6,646,480 3,714,749 2,931,731

なか国際交流ラウンジ運営事業 26,697,317 26,697,317 22,783,636 3,913,681

みなみ市民活動・多文化共生ﾗｳﾝｼﾞ運営事業 36,408,474 36,408,474 37,534,183 △ 1,125,709

鶴見国際交流ラウンジ運営事業 37,715,135 37,715,135 33,367,481 4,347,654

共通経費支出 15,087,021 15,087,021 14,697,668 389,353

20,981,432 0 0 20,981,432 19,127,181 1,854,251

地球市民事業 20,084,634 20,084,634 13,571,497 6,513,137

国際協力・交流プラットフォーム事業 0 0 4,768,462 △ 4,768,462

共通経費支出 896,798 896,798 787,222 109,576

0 200,311,488 109,933,439 310,244,927 241,560,006 68,684,921

国際協力センター運営事業 200,311,488 200,311,488 136,105,001 64,206,487

横浜市国際学生会館運営事業 （注） 109,933,439 109,933,439 105,455,005 4,478,434

事務局運営 67,899,432 0 0 67,899,432 63,877,750 4,021,682

事務局運営・管理人件費 67,899,432 67,899,432 63,877,750 4,021,682

特定資産取得支出 3,575,400 3,575,400 15,391,060 △ 11,815,660

固定資産取得支出 198,000 198,000 5,920,312 △ 5,722,312

敷金・保証金支出 177,500 177,500 0 177,500

 他会計への繰入金支出 237,200 ＊(237,200) ＊(114,500) ＊(122,700)

総　　計 354,092,976 200,488,988 110,170,639 664,515,403 626,972,085 37,543,318

注1:指定管理者業務

国際協力・交流に関する施設を管
理運営する事業

当年度計 前年度 増△減

②グローバル人材育成を支援する事業

①在住外国人の自立支援事業

多文化共生のまちづくりを支援する
事業

YOKEミッション・ステートメント（活動方針）
私たちは、国際都市横浜の歴史的・文化的特性を継承しつつ、異なる文化や価値観を共に認め、

尊重し合える豊かな社会づくりを目指します。
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2 評議員会について 

第

１

回 

開催日 2024年 6月 24日（月） 

場所 横浜国際協力センター 会議室およびオンライン 

決議事項 

第 1号議案 2023年度公益財団法人横浜市国際交流協会の事業報告について 

第 2号議案 2023年度公益財団法人横浜市国際交流協会の決算報告について 

第 3号議案 公益財団法人横浜市国際交流協会役員の選任について 

職務執行状況

の報告事項 

第１回理事会に同じ 

第 

２ 

回 

開催日 2025年 3月 28日（金） 

決議の方法 決議の省略 

決議事項 
（１）評議員選任の件 

（２）理事選任の件 

 

3 監査の実施について 

実施日 2024年 6月 3日(月) 

場所 猪鼻会計事務所、株式会社テレビ神奈川事務室 

監事 猪鼻久義、東幾世 

内容 2023年度事業報告および決算報告 

 

4 登記 

2024年 6月 25日 評議員（新任者 1名、辞任者 1名）の登記 

2024年 9月 25日 監事（新任者 1名、辞任者 1名）の登記 

 

5 公益財団運営に係る神奈川県への届出等について 

（1）  定期提出書類作成・提出 

ア 2024年度事業報告等の提出：2024年 6月 28日（金） 

イ 2025年度事業計画書等の提出：2025年 3月 28日（金） 

（2） 変更届出書の提出 

ア 変更届 

日時：2024年 8月 22日（木） 

内容：評議員の変更 

イ 変更届 

日時：2024年 10月 9日（水） 

内容：監事の変更 
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Ⅰ 多文化共生のまちづくりを支援する事業 

１ 在住外国人の自立支援事業 

（1） 横浜市多文化共生総合相談センターの運営事業（横浜市受託事業 決算額：45,155,161円 サ

ポーター寄付金 524,493円を含む） 

出入国管理法改正に伴う「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に基づく「外国人受入環

境整備交付金（法務省）」を活用し、外国人への総合的な情報提供や相談対応を行う拠点施設「横浜市

多文化共生総合相談センター」の運営を行いました。 

ア 拠点の運営（多言語による相談対応・情報提供） 

（ア） 開設期間：4月1日～3月31日 

（イ） 対応内容： 

対応時間 
月～金曜日 9:00～17:00 
第2、4土曜日9:00～13:00 

対応方法 来所・電話・Email・LINE・ビデオ通話 

対応言語 
11言語対応（日本語、英語、中国語、韓国・朝鮮語、ベトナム語、ネパール
語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、ポルトガル語、スペイン語） 

相談件数 11,913件（内外国人10,755件） 相談者数7,641人 

（ウ） 専門相談： 

種 類 実施時期 相談件数 
教育相談（主催：NPO法人多文化共生教育ネットワーク
かながわ） 

毎月第2、4土曜日 37件 

在留関連相談（行政書士） 毎月第1木曜日 30件 

外国人無料相談会（神奈川県弁護士会共催） 11月26日 4件 

（エ） 国際交流ラウンジへの相談対応における支援 

（オ） 区役所等18か所でタブレット端末による遠隔通訳相談（ビデオ通話）を開始 

（カ） 他機関との連携：関係機関協議会等の実施及び参加 42件  

（キ） 周知・広報： 

種 類 実施時期 
広報物作成・配布（チラシ、カード、各専門相談チラシ） 通年 
LINE公式アカウントの開設（登録者609人） 通年 

横浜市多文化共生総合相談センターウェブサイトの運営 通年 

イ ウクライナ避難民等支援事業 

 横浜市多文化共生総合相談センター内にウクライナ避難民支援相談窓口を開設し、市内 13か所の

国際交流ラウンジや国・市内関係機関と連携して、相談対応・情報提供の機能強化を図りました。ま

た、ウクライナから横浜に避難されて来た方々を支援する横浜市の「オール横浜支援パッケージ」の

一環として、ウクライナ避難民が情報交換や交流等を行うため、ウクライナ交流カフェ「ドゥルーズ

ィ」を運営しました。 

（ア） ウクライナ避難民支援相談窓口 

ａ 開設期間： 4月1日～3月31日 

ｂ 相談対応： 

対応時間 月～金曜日 10:00～17:00 第2、4土曜日 10:00～13:00 
対応方法 来所・電話・Email・LINE 
対応言語 4言語対応（ウクライナ語、英語、やさしい日本語、日本語） 
相談件数 3,369件 相談者数2,279人 

＊この他、避難民が入居する市営住宅の集会所で出張相談会を開きました（12回）。 
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ｃ 生活支援： 

ハローワーク・支援企業と連携した就労支援、通訳支援（就業先企業との面接、口座開設、

行政手続き、住宅入退居等）、健康相談会、ライフプランニングセミナーの実施等 

ｄ 避難民向け現況確認の実施（6月、12月） 

ｅ 情報提供・広報 

種 類 実施時期 
広報物作成・配布（横浜市での暮らし案内（更新版）、横浜市の支援
メニュー（更新版）、市営住宅入居者向けお知らせ各種、市営住宅退
去までの注意事項、JICE日本語教室の案内、定住支援プログラムの案
内、イベントポスター・チラシ等 

通年 

「健康保険・介護保険減免関連のお知らせ」「物価高支援給付金のお
知らせ」「臨時特別給付金のお知らせ」の翻訳、広報 

5月～2月 

横浜市ウクライナ避難民支援ウェブサイトの運営 通年 

Facebookによる情報発信 通年 

（イ） ウクライナ交流カフェ「ドゥルーズィ」の運営 

ａ 開設期間：4月 1日～3月 31日 

ｂ 所在地：横浜市西区みなとみらい 1-1-1 パシフィコ横浜 横浜国際協力センター5階 

※横浜市多文化共生総合相談センターと同フロア 

ｃ 運営内容 

開所時間 月～金曜日 10：00～17：00 
第2・第4土曜日 10：00～13：00 
祝日・休日及び年末年始（12月29日から1月3日まで）は除く 

対応言語 ウクライナ語及び日本語 
利用者数 延べ1,372人（ウクライナ避難民のみ） 

対応方法 利用者への対面での情報提供、支援相談窓口への案内、イベント
等の実施 

実施イベント等の内
容 

交流、生活支援、健康につながるイベント及び外部団体等と連携
したイベント等の実施、オンラインを活用した情報発信等。 
イベントの主な例：自治会主催の盆踊りや秋祭りへの参加、防災
講座、夏休み宿題教室、クリスマス会等 

イベント等実施数 88回 

 

（2） 地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業（横浜市受託事業 決算額：31,497,913円） 

2019年度に策定した「横浜市域における地域日本語教育の総合的推進に係るアクションプラン」（2020

年度から概ね5年間）に基づき、2020年8月に横浜市国際交流協会（YOKE）内に設置した地域日本語教育

の中核的な拠点「よこはま日本語学習支援センター」を中心として、日本語学習コーディネート事業と

連動しながら、取り組みを行いました。また、アクションプランに基づく事業が5年目を迎えるにあた

り、これまでの取組を検証するとともに各機関への調査により実態を把握し、新たな基本方針、アクシ

ョンプラン案を作成しました。 

※横浜市委託事業 文部科学省「令和6年度地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」活用 
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ア 体制づくり推進のための基盤の整備 

（ア） 総合調整会議及び分科会の設置  

推進体制及び事業の方向性、事業内容等を検討・協議する、有識者会議を行いました。 

会議名称 実施日 場所等 テーマ 参加者数 
横浜市地域日
本語教育総合
調整会議 

第1回 7月8日
（月）18:00～20:00  
第2回 11月11日
（月）18:00～20:00 
第3回 3月4日（月）
17:30～19:30 

横浜市国際交
流協会または
オンライン 

推進体制及び事業の方
向性、事業内容  
実態調査の実施及びア
クションプランの策
定、事業内容、事業の
実施状況及び振り返
り、今後の方向性 

第1回19人  
第2回20人  
第3回18人 
 
 

（イ） 総括コーディネーター等の配置 

ａ 総括コーディネーターの配置 

横浜の地域日本語教育や多文化共生に精通する職員（1人）を配置しました。 

ｂ 地域日本語コーディネーターの配置 

地域日本語教育コーディネーター3人を配置し、担当エリアを中心に、本事業における各

取組の企画・運営・コーディネートを行いました。 

（ウ） 「よこはま日本語学習支援センター」の運営 

地域日本語教育の総合的な体制づくりを進める基盤となる拠点及び外国人住民の日本語習

得支援のための拠点として協会内に設置した「よこはま日本語学習支援センター」の運営

を行いました。（期間：4月1日～3月31日） 

イ 日本語教育に関する基本的な方針に必要な地域の実態調査、アクションプラン案の作成 

（ア） 地域日本語教育に係る実態調査の実施  

名称 実施期間・方法 調査種別 回収数 
横浜市域における地域
日本語教育の総合的な
体制づくりに係る実態
調査 

8月19日（月）～
9月13日（金） 

学習者調査（大人・子ども）、団体
調査（地域日本語教室・事業所・日
本語教育機関・日本語教師養成機
関・国際交流ラウンジ） 

1,378 

 

会議名称 実施日 場所等 内容 参加者数 
横浜市域における地域
日本語教育の総合的な
体制づくりに係る実態
調査実施説明会 

8月 6日（水）
15:00～16:00 

オンライン 調査対象向けの説明
会 

37人 

（イ） アクションプラン案の作成  

事業名 実施日 実施方法等 内容 参加者数等 

横浜市地域日本語

教育推進アクショ

ンプラン案 

2025年 3月

公表 

市ホームペー

ジで公開 

本文（日本語） 

概要版（日本語・

やさしい日本語・

英語・中国語・ベ

トナム語・ネパー

ル語） 

－ 

横浜市地域日本語

教育推進アクショ

ンプラン案等への

意見募集 

2025年 1月

24日（金）

～2月 10日

（月） 

メールでの案

内、ホームペ

ージ 

「アクションプラ

ン案」「実態調査

報告書（概要

版）」に対するご

意見 

30人 62件 
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